
 

 

国港総第７４７号 

国港技第１１０号 

令和４年３月３０日 

各地方整備局特定部局長 殿 

 

                        港 湾 局 長   

                        （公印省略）    

 

「一般競争入札の実施について」等の一部改正について 

 

 工事及び建設コンサルタント業務等の入札・契約手続きについては、「一般競争入

札の実施について（平成６年６月２２日付港管第１３８５号）」等の工事又は業務等

に係る通知をもって運用しているところである。今般、当該通知を下記のとおり改正

し、令和４年４月１日から適用することとしたので、通知する。 
 

記 

 

 次に掲げる通知においては、別紙の当該通知に応じた表により、改正前欄に掲げる

規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し

た部分のように改める。 

 

 １．「一般競争入札の実施について」 
（平成６年６月２２日港管第１３８５号） 

 ２．「入札保証金の取扱いに関する試行について」 
（平成２２年５月２０日国港総第１３５号、国港技第２０号） 

 ３．「建設コンサルタント等に係る公募型プロポーザル方式の実施について」  

（平成６年９月３０日港管第２２１７号） 

 ４．「建設コンサルタント等に係る公募型指名競争入札の実施について」 
（平成６年９月３０日港管第２２１６号） 

 

附 則 

 この通達による改正後の各規定は、令和４年４月１日から契約を締結する工事等に

適用する。 
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（別紙） 

１．一般競争入札の実施について（平成 6年 6月 22 日港管第 1385 号） 

改   正   後 改   正   前 

１ 対象工事 

地方整備局（港湾空港関係に限る）が発注する工事のうち一件につき見積

価額が基準額（「工事又は業務等に係る通知等における基準額について」

（令和４年３月３０日付け国官会第２３７５９号、国官技第３７７号、国

営管第８４８号、国営計第２１４号、国営整第１７２号、国港総第７５０

号、国港技第１１１号、国北予第７５号）記１に定める額をいう。）以上の

契約を対象とするものとする。 

２～１９（略） 

 

（別添１） 入札公告例 

入札公告（建設工事） 

次のとおり一般競争入札に付します。 

（削る）○年○月○日 

支出負担行為担当官 

○○地方整備局長（副局長又は次長）○○ ○○ 

◎調達機関番号 ○○○ ◎所在地番号 ○○ 

○第○号 

１ 工事概要 

（１）～（４）（略） 

（５） 工期   （削る）○年○月○日まで。 

（６）（略） 

２ 競争参加資格 

（１）～（３）（略） 

（４） （削る）○年度以降に－１２ｍ以深の岸壁で鋼管矢板の杭径○○㎜

以上、並びに杭長○○ｍ以上の海上での打込及び床版の元請としての

施工実績を有する者であること。 

なお、当該施工実績が国土交通省が発注した工事のうち入札説明書

に示すものに係る施工実績である場合にあっては、評定点合計が入札

説明書に示す点数未満のものを除く。 

１ 対象工事 

地方整備局（港湾空港関係に限る）が発注する工事のうち一件につき見積

価額が６億９千万円以上の契約を対象とするものとする。 

 

 

 

 

２～１９（略） 

 

（別添１） 入札公告例 

入札公告（建設工事） 

次のとおり一般競争入札に付します。 

平成○年○月○日 

支出負担行為担当官 

○○地方整備局長（副局長又は次長）○○ ○○ 

◎調達機関番号 ○○○ ◎所在地番号 ○○ 

○第○号 

１ 工事概要 

（１）～（４）（略） 

（５） 工期   平成○年○月○日まで。 

（６）（略） 

２ 競争参加資格 

（１）～（３）（略） 

（４） 平成○年度以降に－１２ｍ以深の岸壁で鋼管矢板の杭径○○㎜以上、

並びに杭長○○ｍ以上の海上での打込及び床版の元請としての施工

実績を有する者であること。 

なお、当該施工実績が国土交通省が発注した工事のうち入札説明書

に示すものに係る施工実績である場合にあっては、評定点合計が入札

説明書に示す点数未満のものを除く。 
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（５） 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に

専任で配置できる者であること。 

① １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者

であること。 

② （削る）○年度以降に、（４）に掲げる工事の施工経験を有す

ること。 

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講

習修了証を有すること。 

（６）～（１１）（略） 

３ 入札手続等 

（１）（略） 

（２） 入札説明書の配布期間、場所及び方法 

（削る）○年○月○日から（削る）○年○月○日まで 

〒○○○ ○○市○○町○－○－○ ○○○ 

ＴＥＬ ○○○○－○○－○○○○ 上記場所へ申し込み、○，○

○○円にて配布する。 

（３） 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

（削る）○年○月○日から（削る）○年○月○日まで 上記３（１）

に同じ。 持参すること。 

（４） 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

（削る）○年○月○日○○時○○分（ただし、郵便による入札の受領

期限については、（削る）○年○月○日○○時○○分） ○○地方整

備局総務部経理調達課 持参又は郵送すること。 

４ その他 

（１）～（１２）（略） 

（１３） 一般競争参加資格の決定を受けていない者の参加 上記２（２）

に掲げる一般競争参加資格の決定を受けていない者も上記３（３）に

より申請書及び資料を提出することができるが、競争に参加するため

には、開札の時において、当該一般競争参加資格の決定を受け、かつ、

競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

当該一般競争参加資格の決定に係る申請は、当該者（当該者が経常

建設共同企業体である場合においては、その代表者。）の「競争参加

（５） 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に

専任で配置できる者であること。 

① １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者

であること。 

② 平成○年度以降に、（４）に掲げる工事の施工経験を有するこ

と。 

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講

習修了証を有すること。 

（６）～（１１）（略） 

３ 入札手続等 

（１）（略） 

（２） 入札説明書の配布期間、場所及び方法 

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで 

〒○○○ ○○市○○町○－○－○ ○○○ 

ＴＥＬ ○○○○－○○－○○○○ 上記場所へ申し込み、○，○

○○円にて配布する。 

（３） 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで 上記３（１）に同じ。

 持参すること。 

（４） 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

平成○年○月○日○○時○○分（ただし、郵便による入札の受領期限

については、平成○年○月○日○○時○○分） ○○地方整備局総務

部経理調達課 持参又は郵送すること。 

４ その他 

（１）～（１２）（略） 

（１３） 一般競争参加資格の決定を受けていない者の参加 上記２（２）

に掲げる一般競争参加資格の決定を受けていない者も上記３（３）に

より申請書及び資料を提出することができるが、競争に参加するため

には、開札の時において、当該一般競争参加資格の決定を受け、かつ、

競争参加資格の確認を受けていなければならない。 

当該一般競争参加資格の決定に係る申請は、当該者（当該者が経常

建設共同企業体である場合においては、その代表者。）の「競争参加
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者の資格に関する公示」（（削る） 年 月 日付国土交通省東北地

方整備局副局長他７者公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に本

店がない場合においては、日本国内の主たる営業所の所在地。以下同

じ。）の区分に応じ、同別記に定める提出場所において、随時受け付

ける。また、当該者が申請書及び資料を提出したときに限り、〇〇地

方整備局総務部経理調達課（〒〇〇○－〇〇〇〇 〇〇県〇〇市〇〇

町○－○－○ 電話〇〇〇〇－〇〇－〇〇○○）においても当該決定

に係る申請を受け付ける。 

（１４） （略） 

５（略） 

 

（別添２） 入札説明書例 

入札説明書 

地方整備局（港湾空港関係に限る）の○○○○工事に係る入札公告（建設

工事）に基づく入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札

説明書によるものとする。 

１．公告日 （削る）○年○月○日 

２．～３．（略） 

４．工事概要 

（１）～（３）（略） 

（４） 工期   （削る）○年○月○日まで 

（５）（略） 

５．競争参加資格 

（１）～（３）（略） 

（４） （削る）○年度以降に－１２ｍ以深の岸壁で鋼管矢板の杭径○○㎜

以上、並びに杭長○○ｍ以上の海上での打込及び床版の元請としての

施工実績を有する者であること。 

なお、当該施工実績が平成１３年４月１日以降に完成した地方整備

局の発注した工事（港湾空港関係に限る。）に係る施工実績である場

合にあっては、評定点合計が６５点未満のものを除く。 

（５） 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専

任で配置できる者であること。 

者の資格に関する公示」（平成 年 月 日付国土交通省東北地方整

備局副局長他７者公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に本店が

ない場合においては、日本国内の主たる営業所の所在地。以下同じ。）

の区分に応じ、同別記に定める提出場所において、随時受け付ける。

また、当該者が申請書及び資料を提出したときに限り、〇〇地方整備

局総務部経理調達課（〒〇〇○－〇〇〇〇 〇〇県〇〇市〇〇町○－

○－○ 電話〇〇〇〇－〇〇－〇〇○○）においても当該決定に係る

申請を受け付ける。 

（１４） （略） 

５（略） 

 

（別添２） 入札説明書例 

入札説明書 

地方整備局（港湾空港関係に限る）の○○○○工事に係る入札公告（建設

工事）に基づく入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札

説明書によるものとする。 

１．公告日 平成○年○月○日 

２．～３．（略） 

４．工事概要 

（１）～（３）（略） 

（４） 工期   平成○年○月○日まで 

（５）（略） 

５．競争参加資格 

（１）～（３）（略） 

（４） 平成○年度以降に－１２ｍ以深の岸壁で鋼管矢板の杭径○○㎜以上、

並びに杭長○○ｍ以上の海上での打込及び床版の元請としての施工

実績を有する者であること。 

なお、当該施工実績が平成１３年４月１日以降に完成した地方整備

局の発注した工事（港湾空港関係に限る。）に係る施工実績である場

合にあっては、評定点合計が６５点未満のものを除く。 

（５） 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専

任で配置できる者であること。 
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①（略） 

② （削る）○年度以降に、（４）に掲げる工事の施工経験を有する

こと。 

③（略） 

（６）～（１１）（略） 

６．（略） 

７．競争参加資格の確認等 

（１） 本競争の参加希望者は、５．に掲げる競争参加資格を有することを

証明するため、次により、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」

という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）を提

出し、支出負担行為担当官から競争参加資格の有無について確認を受

けなければならない。 

５．（２）の決定を受けていない者も申請書及び資料を提出するこ

とができる。この場合において、５．（１）及び（４）から（１０）

までに掲げる要件を満たすときは、開札の時までに５．（２）及び（３）

の要件を満たすことを条件として競争参加資格を有することの確認

を行うものとする。５．（２）の決定に係る申請は、当該者（当該者

が経常建設共同企業体である場合においては、その代表者。）の「競

争参加者の資格に関する公示」（（削る） 年 月 日付国土交通省

東北地方整備局副局長他７者公示）別記に掲げる本店所在地（日本国

内に本店がない場合においては、日本国内の主たる営業所の所在地。

以下同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提出場所において、随時

受け付ける。また、当該者が申請書及び資料を提出したときに限り、

○○地方整備局総務部経理調達課（〒〇〇○－〇〇○○ ○○県〇〇

市〇〇町○－○－○ 電話〇〇○○－○○－〇〇○○）においても当

該決定に係る申請を受け付ける。 

なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者並びに競争参加資

格がないと認められた者は、本競争に参加することができない。また、

申請書及び資料は提出場所へ持参するものとし、郵送又は電送による

ものは受け付けない。 

① 提出期間： （削る）○年○月○日（○）から（削る）○年○月

○日（○）まで土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から

①（略） 

⑤  平成○年度以降に、（４）に掲げる工事の施工経験を有するこ

と。 

③（略） 

（６）～（１１）（略） 

６．（略） 

７．競争参加資格の確認等 

（１） 本競争の参加希望者は、５．に掲げる競争参加資格を有することを

証明するため、次により、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」

という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）を提

出し、支出負担行為担当官から競争参加資格の有無について確認を受

けなければならない。 

５．（２）の決定を受けていない者も申請書及び資料を提出するこ

とができる。この場合において、５．（１）及び（４）から（１０）

までに掲げる要件を満たすときは、開札の時までに５．（２）及び（３）

の要件を満たすことを条件として競争参加資格を有することの確認

を行うものとする。５．（２）の決定に係る申請は、当該者（当該者

が経常建設共同企業体である場合においては、その代表者。）の「競

争参加者の資格に関する公示」（平成 年 月 日付国土交通省東北

地方整備局副局長他７者公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に

本店がない場合においては、日本国内の主たる営業所の所在地。以下

同じ。）の区分に応じ、同別記に定める提出場所において、随時受け

付ける。また、当該者が申請書及び資料を提出したときに限り、○○

地方整備局総務部経理調達課（〒〇〇○－〇〇○○ ○○県〇〇市〇

〇町○－○－○ 電話〇〇○○－○○－〇〇○○）においても当該決

定に係る申請を受け付ける。 

なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者並びに競争参加資

格がないと認められた者は、本競争に参加することができない。また、

申請書及び資料は提出場所へ持参するものとし、郵送又は電送による

ものは受け付けない。 

① 提出期間： 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）

まで土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午後○時ま
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午後○時まで 

② （略） 

（２）（３）（略） 

（４） 資料は、次により作成すること。 

なお、①の同種の工事の施工実績及び②の配置予定の技術者の同種

の工事の施工経験については、（削る）○年度以降に、工事が完成し、

引き渡しが済んでいるものに限り記載することとし、「同種の工事の

施工実績」（別記様式２）に記載する工事及び「主任（監理）技術者

等の資格・施工経験」（別記様式３）の「工事の経験の概要」に記載

する工事が平成１３年４月１日以降に完成した地方整備局の発注し

た工事（港湾空港関係に限る。）である場合にあっては、当該工事に

係る工事請負成績評定通知書の写しを添付すること。 

①～④（略） 

（５） 資料作成説明会【施工計画審査型において実施する場合】 

資料作成説明会を次のとおり実施する。 

① 日時： （削る）○年○月○日（○）午前○時から午後○時 

② ～③（略） 

④ 申込期間： （削る）○年○月○日（○）から（削る）○年○  

     月○日（○）まで土曜日、日曜日及び祝日を除く毎  

     日、午前○時から午後○時まで 

   ⑤（略） 

（６） 資料のヒアリング【施工計画審査型において実施する場合】 

資料のヒアリングを次のとおり実施する。なお、企業（共同企業体

【特定建設工事共同企業体の場合】）別のヒアリング日時は追って通

知する。また、資料の内容を説明できる者が出席すること。 

①  期間： （削る）○年○月○日（○）から（削る）○年○月○日

（○）まで 

②（略） 

（７） 競争参加資格の確認は、（１）の申請書及び資料の提出期限日をも

って行うものとし、その結果は（削る）○年○月○日（○）までに通

知する。 

（８）（略） 

で 

② （略） 

（２）（３）（略） 

（４） 資料は、次により作成すること。 

なお、①の同種の工事の施工実績及び②の配置予定の技術者の同種

の工事の施工経験については、平成○年度以降に、工事が完成し、引

き渡しが済んでいるものに限り記載することとし、「同種の工事の施

工実績」（別記様式２）に記載する工事及び「主任（監理）技術者等

の資格・施工経験」（別記様式３）の「工事の経験の概要」に記載す

る工事が平成１３年４月１日以降に完成した地方整備局の発注した

工事（港湾空港関係に限る。）である場合にあっては、当該工事に係

る工事請負成績評定通知書の写しを添付すること。 

①～④（略） 

（５） 資料作成説明会【施工計画審査型において実施する場合】 

資料作成説明会を次のとおり実施する。 

⑥ 日時： 平成○年○月○日（○）午前○時から午後○時 

②～③（略） 

④ 申込期間： 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）

まで土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時か

ら午後○時まで 

   ⑤（略） 

（６） 資料のヒアリング【施工計画審査型において実施する場合】 

資料のヒアリングを次のとおり実施する。なお、企業（共同企業体

【特定建設工事共同企業体の場合】）別のヒアリング日時は追って通

知する。また、資料の内容を説明できる者が出席すること。 

① 期間： 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）ま

で 

②（略） 

（７） 競争参加資格の確認は、（１）の申請書及び資料の提出期限日をも

って行うものとし、その結果は平成○年○月○日（○）までに通知す

る。 

（８）（略） 
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８．競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

（１） 競争参加資格がないと認められた者は、支出負担行為担当官に対し

て競争参加資格がないと認めた理由について、次のとおり、書面（様

式は自由）により、説明を求めることができる。なお、書面は提出場

所へ持参するものとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

①提出期限： （削る）○年○月○日（○）○時 

   ②（略） 

（２） 説明を求めた者には、（削る）○年○月○日（○）までに書面により

回答する。 

９．現場説明会【現場説明会を実施する場合】 

現場説明会を次のとおり実施する。なお、別冊図面及び別冊仕様書を持

参すること。 

（１） 日時： （削る）○年○月○日（○）○○時から 

（２）（略） 

１０．入札説明書等に対する質問 

（１） 現場説明及び、【現場説明会を実施する場合】この入札説明書（別

冊を含む）に対する質問がある場合においては、次のとおり、書面（様

式は自由）により、提出すること。なお、書面は提出場所へ持参し、

又は郵送により提出することとし、電送によるものは受け付けない。 

① 提出期間： （削る）○年○月○日（○）から（削る）○年○月

○日（○）まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝

日を除く毎日、午前○時から午後○時まで 

②（略） 

（２） （１）の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。 

① 期間： （削る）○年○月○日（○）から（削る）○年○月○日（○）

まで土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午

後○時まで 

② （略） 

１１．入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法等 

（１） 日時： （削る）○年○月○日（○） ○○時○○分（ただし、郵便

による入札の受領期限については、（削る）○年○月○日○

８．競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

（１） 競争参加資格がないと認められた者は、支出負担行為担当官に対し

て競争参加資格がないと認めた理由について、次のとおり、書面（様

式は自由）により、説明を求めることができる。なお、書面は提出場

所へ持参するものとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

①提出期限： 平成○年○月○日（○）○時 

   ②（略） 

（２） 説明を求めた者には、平成○年○月○日（○）までに書面により回

答する。 

９．現場説明会【現場説明会を実施する場合】 

現場説明会を次のとおり実施する。なお、別冊図面及び別冊仕様書を持

参すること。 

（１） 日時： 平成○年○月○日（○）○○時から 

（２）（略） 

１０．入札説明書等に対する質問 

（１） 現場説明及び、【現場説明会を実施する場合】この入札説明書（別

冊を含む）に対する質問がある場合においては、次のとおり、書面（様

式は自由）により、提出すること。なお、書面は提出場所へ持参し、

又は郵送により提出することとし、電送によるものは受け付けない。 

① 提出期間： 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）

まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝

日を除く毎日、午前○時から午後○時まで 

②（略） 

（２） （１）の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。 

① 期間： 平成○年○月○日（○）から平成○年○月○日（○）まで

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午後○

時まで 

② （略） 

１１．入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法等 

（１） 日時： 平成○年○月○日（○） ○○時○○分（ただし、郵便によ

る入札の受領期限については、平成○年○月○日○○時○○
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○時○○分） 

（２）～（４）（略） 

１２．入札方法等 

（１）（略） 

（２） 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０

０分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。 

（３）（略） 

１３．～２５．（略） 

 

（様式１） 

（用紙Ａ４） 

 

競争参加資格確認申請書 

（削る）  年  月  日  

支出負担行為担当官  

○○地方整備局長 殿 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名 

担当者氏名： 

電話番号 ： 

（削る）○年○月○日付けで入札公告のありまし

た○○○○○○工事に係る競争に参加する資格につ

いて、確認されたく、下記の書類を添えて申請しま

す。 

なお、予算決算及び会計令第７０条に該当する者でな

分） 

（２）～（４）（略） 

１２．入札方法等 

（１）（略） 

（２） 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０

０分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の１０８分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

（３）（略） 

１３．～２５．（略） 

 

（様式１） 

（用紙Ａ４） 

 

競争参加資格確認申請書 

平成  年  月  日  

支出負担行為担当官  

○○地方整備局長 殿 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名 

担当者氏名： 

電話番号 ： 

平成○年○月○日付けで入札公告のありました○

○○○○○工事に係る競争に参加する資格について

、確認されたく、下記の書類を添えて申請します。 

なお、予算決算及び会計令第７０条に該当する者でな

いこと及び添付書類の内容については事実と相違ないこ
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いこと及び添付書類の内容については事実と相違ないこ

とを誓約します。 

記 

１ 入札説明書記７.（４）①に定める施工実績を記載

した書面 

２ 入札説明書記７.（４）②に定める配置予定の技術

者の資格等を記載した書面 

３ 入札説明書記７.（４）③に定める施工計画を記載

した書面 

［施工計画審査タイプの場合］ 

４ 入札説明書記７.（４）④に定める契約書の写し 

［契約書の写しの提出を求める場合］ 

 

注）なお、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、

簡易書留料金分を加えた料金（   円）の切手をはった長３号

封筒を申請書と合わせて提出して下さい。 
 

（様式２） 

同種の工事の施工実績 

○○工                   会社名：  

 

項目   ＮＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 

事 

名 

 

工事名 

 

 

 

 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

 

 

 

 

施工場所 

 

 

都道府県名・市

町村又は港湾空

 

 

 

 

 

 

とを誓約します。 

 

記 

１ 入札説明書記７.（４）①に定める施工実績を記載

した書面 

２ 入札説明書記７.（４）②に定める配置予定の技術

者の資格等を記載した書面 

３ 入札説明書記７.（４）③に定める施工計画を記載

した書面 

［施工計画審査タイプの場合］ 

４ 入札説明書記７.（４）④に定める契約書の写し 

［契約書の写しの提出を求める場合］ 

 

注）なお、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、

簡易書留料金分を加えた料金（   円）の切手をはった長３号

封筒を申請書と合わせて提出して下さい。 
 

（様式２） 

同種の工事の施工実績 

○○工                   会社名：  

 

項目   ＮＯ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 

事 

名 

 

工事名 

 

 

 

 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

 

 

 

 

施工場所 

 

 

都道府県名・市

町村又は港湾空
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称 

等 

 

 

 

 

 

 

港名 

 

契約金額 

 

 

 

 

 

 

 

工期 

 

 

（削る） 年

 月～（削る

） 年 月 

 

 

 

 

 

 

 

受注形態等 

 

 

単体／共同企業

体（出資比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 

事 

概 

要 

等 

 

 

 

 

 

規模・寸法 

 

 

 

 

 

 

 

構造形式 

 

 

 

 

 

 

 

使用機材・

数量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式３） 

主任（監理）技術者等の資格・施工経験 

 

項目   氏名 

 

 

○○○○（主任

(監理)技術者：

会社名） 

 

□□□□（  

 ） 

 

 

△△△△（  

 ） 

 

称 

等 

 

 

 

 

 

 

港名 

 

契約金額 

 

 

 

 

 

 

 

工期 

 

 

平成 年 月～

平成 年 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

受注形態等 

 

 

単体／共同企業

体（出資比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 

事 

概 

要 

等 

 

 

 

 

 

規模・寸法 

 

 

 

 

 

 

 

構造形式 

 

 

 

 

 

 

 

使用機材・

数量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式３） 

主任（監理）技術者等の資格・施工経験 

 

項目   氏名 

 

 

○○○○（主任

(監理)技術者：

会社名） 

 

□□□□（  

 ） 

 

 

△△△△（  

 ） 
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 最終学歴 

 

 

○○大学 土木

工学科 □□年

卒業 

 

 

 

 

 

 

 

 法令による免許 

 

 

 

 

 

 

一級土木施工管

理技士 

一級建設機械施

工技士 

技術士（建設部

門） 

指定建設業監理

技術者資格 等

（取得年及び登

録番号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 

事 

の 

経 

験 

の 

概 

要 

 

 

 

 

 

 

工事名 

 

 

 

 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

 

 

 

 

施工場所 

 

 

都道府県名・市

町村名又は港湾

空港名 

 

 

 

 

 

 

 

契約金額 

 

 

 

 

 

 

 

工期 

 

 

（削る） 年

 月～（削る

） 年 月 

 

 

 

 

 

 

 

 最終学歴 

 

 

○○大学 土木

工学科 □□年

卒業 

 

 

 

 

 

 

 

 法令による免許 

 

 

 

 

 

 

一級土木施工管

理技士 

一級建設機械施

工技士 

技術士（建設部

門） 

指定建設業監理

技術者資格 等

（取得年及び登

録番号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 

事 

の 

経 

験 

の 

概 

要 

 

 

 

 

 

 

工事名 

 

 

 

 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

 

 

 

 

施工場所 

 

 

都道府県名・市

町村名又は港湾

空港名 

 

 

 

 

 

 

 

契約金額 

 

 

 

 

 

 

 

工期 

 

 

平成 年 月～

平成 年 月 
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従事役職 

 

 

現場代理人・監

理（主任）技術

者 

 

 

 

 

 

 

 

工事内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CORINS登録

の有無 

 

有（CORINS登録

番号）・無 

 

 

 

 

 

 

 

申 

請 

時 

に 

お 

け 

る 

他 

工 

事 

の 

従 

事 

状 

況 

等 

 

 

工事名 

 

 

 

 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

 

 

 

 

工期 

 

 

（削る） 年

 月 ～（削

る） 年 月 

 

 

 

 

 

 

 

従事役職 

 

 

現場代理人・監

理（主任）技術

者 

 

 

 

 

 

 

 

本工事と重

複する場合

の対応措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CORINS登録

 

有（CORINS登録

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従事役職 

 

 

現場代理人・監

理（主任）技術

者 

 

 

 

 

 

 

 

工事内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CORINS登録

の有無 

 

有（CORINS登録

番号）・無 

 

 

 

 

 

 

 

申 

請 

時 

に 

お 

け 

る 

他 

工 

事 

の 

従 

事 

状 

況 

等 

 

 

工事名 

 

 

 

 

 

 

 

発注機関名 

 

 

 

 

 

 

 

工期 

 

 

平成 年 月 

～平成 年 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

従事役職 

 

 

現場代理人・監

理（主任）技術

者 

 

 

 

 

 

 

 

本工事と重

複する場合

の対応措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CORINS登録

 

有（CORINS登録
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の有無 

 

番号）・無 

 

 

 

 

 

注）申請時における他工事の従事状況は、従事している全ての工事

について、本工事を落札した場合の技術者の配置予定等を記入す

ること。 
 

（様式４）（略） 
 

 

の有無 

 

番号）・無 

 

 

 

 

 

注）申請時における他工事の従事状況は、従事している全ての工事

について、本工事を落札した場合の技術者の配置予定等を記入す

ること。 
 

（様式４）（略） 
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（別紙） 

２．入札保証金の取扱いに関する試行について（平成 22 年 5 月 20 日国港総第 135 号、国港技第 20号） 

改   正   後 改   正   前 

１（略） 

２ 対象事業 

上記１の入札保証金の取扱いの対象とする事業は、契約業者取扱要領（昭

和５５年１２月１日付け港管第３７２２号）第７条第１項第１号から第５

号に掲げる工事については、１件につき予定価格が６億８千万円以上の工

事、第６号に掲げるその他工事については、工事請負業者選定事務処理要

領（昭和４１年１２月２３日付け建設省厚第７６号）第３に定める工事種

別のうち、一般土木工事及び建築工事については、１件につき予定価格が

３億円以上の工事、その他の工事種別については１件につき予定価格が基

準額（「工事又は業務等に係る通知等における基準額について」（令和４

年３月３０日付け国官会第２３７５９号、国官技第３７７号、国営管第８

４８号、国営計第２１４号、国営整第１７２号、国港総第７５０号、国港

技第１１１号、国北予第７５号）記１に定める額をいう。）以上の工事と

するものとする。 

３～４（略） 

 

（別添１）標準入札公告例 

○ 入札手続等 

（○）入札保証金の納付等に係る書類の提出期間、場所及び方法 

（削る）○年○月○日から（削る）○年○月○日まで（利付国債の提

供の場合は（削る）〇年〇月〇日まで） 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○－○ 

○○地方整備局総務部経理調達課○○係 

電話○○○○－○○－○○○○ 

持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。） 

又は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期間内必着。）により

提出すること。 

○ その他（略） 

１（略） 

２ 対象事業 

上記１の入札保証金の取扱いの対象とする事業は、契約業者取扱要領（昭

和５５年１２月１日付け港管第３７２２号）第７条第１項第１号から第５

号に掲げる工事については、１件につき予定価格が６億８千万円以上の工

事、第６号に掲げるその他工事については、工事請負業者選定事務処理要

領（昭和４１年１２月２３日付け建設省厚第７６号）第３に定める工事種

別のうち、一般土木工事及び建築工事については、１件につき予定価格が

３億円以上の工事、その他の工事種別については１件につき予定価格が６

億９千万円以上の工事とするものとする。 

 

 

 

 

３～４（略） 

 

（別添１）標準入札公告例 

○ 入札手続等 

（○）入札保証金の納付等に係る書類の提出期間、場所及び方法 

平成○年○月○日から平成○年○月○日まで（利付国債の提供の場合

は平成〇年〇月〇日まで） 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○－○ 

○○地方整備局総務部経理調達課○○係 

電話○○○○－○○－○○○○ 

持参、郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。） 

又は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出期間内必着。）により

提出すること。 

○ その他（略） 
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（別添２）標準入札説明書例 

○ 入札保証金及び契約保証金 

（○）① 入札保証金 納付（保管金の取扱店 ○○○）。ただし、利付国

債の提供（取扱官庁 ○○地方整備局）又は銀行等の保証（取扱官

庁 ○○地方整備局）をもって入札保証金の納付に代えることがで

きる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の予約

を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の金額等（国

債の総額、銀行等の保証に係る保証金額及び入札保証保険に係る保

険金額を含む。以下同じ。）は、見積金額の１００分の５以上とし、

期限までに入札保証金の納付等（入札保証金の納付に代わる担保と

しての国債又は銀行等の保証の提供及び入札保証金の全部が免除

される入札保証保険契約の締結又は銀行等若しくは保証事業会社

（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８

４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）（以下「金

融機関等」という。）の契約保証の予約を含む。以下同じ。）を行

わない者及び入札保証金の納付等に係る書類（以下「書類」という。）

を提出しない者並びに入札保証金の金額等が入札金額（税込み）（入

札価格に消費税及び地方消費税相当額を加えたものをいう。以下同

じ。）の１００分の５に満たない者又は金融機関等の契約保証の予

約に係る契約希望金額が入札金額（税込み）に満たない者若しくは

保証金額が入札金額（税込み）の１００分の３０に満たない者は、

入札に関する条件に違反したものとして、その入札を無効とする。

なお、利付国債の提供の場合は担保の提供が完了するまでには、振

替手続き等相応の日数を要するため、予め取引先の銀行・証券会社

等に相談のうえ、期限から十分余裕を持って手続きすること。 

イ）提出期間：（削る）○年○月○日（ ）から（削る）○年○月

○日（ ）（利付国債の提供の場合は（削る）〇年〇月〇日（ ））

までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午後○

時まで。 

ロ）ハ）（略） 

ニ）保証期間：（削る）○年○月○日（ ）まで［落札者決定の日

 

（別添２）標準入札説明書例 

○ 入札保証金及び契約保証金 

（○）① 入札保証金 納付（保管金の取扱店 ○○○）。ただし、利付国

債の提供（取扱官庁 ○○地方整備局）又は銀行等の保証（取扱官

庁 ○○地方整備局）をもって入札保証金の納付に代えることがで

きる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の予約

を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の金額等（国

債の総額、銀行等の保証に係る保証金額及び入札保証保険に係る保

険金額を含む。以下同じ。）は、見積金額の１００分の５以上とし、

期限までに入札保証金の納付等（入札保証金の納付に代わる担保と

しての国債又は銀行等の保証の提供及び入札保証金の全部が免除

される入札保証保険契約の締結又は銀行等若しくは保証事業会社

（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８

４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）（以下「金

融機関等」という。）の契約保証の予約を含む。以下同じ。）を行

わない者及び入札保証金の納付等に係る書類（以下「書類」という。）

を提出しない者並びに入札保証金の金額等が入札金額（税込み）（入

札価格に消費税及び地方消費税相当額を加えたものをいう。以下同

じ。）の１００分の５に満たない者又は金融機関等の契約保証の予

約に係る契約希望金額が入札金額（税込み）に満たない者若しくは

保証金額が入札金額（税込み）の１００分の３０に満たない者は、

入札に関する条件に違反したものとして、その入札を無効とする。

なお、利付国債の提供の場合は担保の提供が完了するまでには、振

替手続き等相応の日数を要するため、予め取引先の銀行・証券会社

等に相談のうえ、期限から十分余裕を持って手続きすること。 

イ）提出期間：平成○年○月○日（ ）から平成○年○月○日（ ）

（利付国債の提供の場合は平成〇年〇月〇日（ ））までの土曜

日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前○時から午後○時まで。 

 

ロ）ハ）（略） 

ニ）保証期間：平成○年○月○日（ ）まで［落札者決定の日から
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から７日を経過した日以降の日で契約担当官等が指定する日を

記載する。 

ホ）（略） 

   ②（略） 

７日を経過した日以降の日で契約担当官等が指定する日を記載

する。 

ホ）（略） 

   ②（略） 
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（別紙） 

３．建設コンサルタント等に係る公募型プロポーザル方式の実施について（平成 6年 9月 30 日港管第 2217 号） 

改   正   後 改   正   前 

１ 対象業務 

本手続の対象業務は、「建設コンサルタント等に係るプロポーザル方式

の実施について（平成６年９月３０日港管第２２１５号。以下「プロポー

ザル方式実施通達」という。）記１各号に掲げる業務のうち、１件につき

見積価額が基準額（「工事又は業務等に係る通知等における基準額につ

いて」（令和４年３月３０日付け国官会第２３７５９号、国官技第３７

７号、国営管第８４８号、国営計第２１４号、国営整第１７２号、国港

総第７５０号、国港技第１１１号、国北予第７５号）記２に定める額を

いう。）以上のものとする。 

２～９（略） 

 

 

 

１ 対象業務 

本手続の対象業務は、「建設コンサルタント等に係るプロポーザル方式

の実施について（平成６年９月３０日港管第２２１５号。以下「プロポー

ザル方式実施通達」という。）記１各号に掲げる業務のうち、１件につき

見積価額が６，９００万円以上のものとする。 

 

 

 

 

２～９（略） 
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（別紙） 

４．建設コンサルタント等に係る公募型指名競争入札の実施について（平成 6年 9月 30 日港管第 2216 号） 

改   正   後 改   正   前 

１ 対象業務 

本手続の対象業務は、契約業者取扱要領（昭和５５年１２月１日付け

港管第３７２２号。以下「取扱要領」という。）にいう測量、調査、建

設コンサルタント等のうち「建設コンサルタント等に係るプロポーザル

方式の実施について」（平成６年９月３０日付け港管第２２１５号。以

下「プロポーザル方式実施通達」という。）記１各号のいずれにも該当

しない業務であって、１件につき見積価額が基準額（「工事又は業務等

に係る通知等における基準額について」（令和４年３月３０日付け国官

会第２３７５９号、国官技第３７７号、国営管第８４８号、国営計第２

１４号、国営整第１７２号、国港総第７５０号、国港技第１１１号、国

北予第７５号）記２に定める額をいう。）以上のものとする。ただし、

土木詳細設計業務、建築実施設計業務は本手続の対象としないものとす

る。 

２～８（略） 

 

１ 対象業務 

本手続の対象業務は、契約業者取扱要領（昭和５５年１２月１日付け

港管第３７２２号。以下「取扱要領」という。）にいう測量、調査、建

設コンサルタント等のうち「建設コンサルタント等に係るプロポーザル

方式の実施について」（平成６年９月３０日付け港管第２２１５号。以

下「プロポーザル方式実施通達」という。）記１各号のいずれにも該当

しない業務であって、１件につき見積価額が６，９００万円以上のもの

とする。ただし、土木詳細設計業務、建築実施設計業務は本手続の対象

としないものとする。 

 

 

 

 

２～８（略） 

 

 


